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８．研究施設の現状と将来計画

共同利用設備を充実させ，大学等の共同利用研究者の研究支援を行うことが大学共同利用機関の主要な役目のひと

つである。１９７５年の研究所発足当初から装置開発室と機器センターを設置し，１９７６年に化学試料室，１９７７年に

極低温センターを設置した。さらに１９７９年には電子計算機センターに大型計算機を導入し，１９８３年から極端紫外

光実験施設（UVSOR 施設）で放射光源装置が運転を開始した。これらの施設では単に設備を設置するだけではなく，

共同利用支援業務を滞りなく行うために技術職員を配置した。高度な研究を進めるためには研究開発が不可欠であり，

研究職員との密な連携が必須である。

教員の流動性が高い分子科学研究所では，着任後の研究立ち上げスピードの速さが求められる。また，各研究グルー

プサイズが小さいことも補う必要があり，このような観点でも施設を充実させることが重要である。また，分子研転

出後もこれらの施設を利用することで研究のアクティビティを維持することが可能である。研究者が開発した優れた

装置が転出後も，共同利用設備として施設の管理下でさらに広くの共同利用に供されるケースもある。このように，

研究所にとって施設の充実は，研究職員が流動していくシステムそのものを支援する意味もあり，施設の継続的な運

営が重要である。高度な施設運営を維持するために施設の技術職員の技術の向上に努め，絶えず技術レベルの高い人

材を確保するように留意している。技術職員が研究所外に出かけその高い技術力で研究支援するなどの技術交流も重

要である。

現在，極端紫外光研究施設（UVSOR 施設），計算科学研究センター（組織的には岡崎共通研究施設のひとつ）が大

型設備を有し，計画的に高度化，更新を行うことで世界的にトップクラスの共同利用を実施している。国内外の超大

型の放射光施設やスーパーコンピュータ拠点との連携を図りつつ，差別化・役割分担を行い，機動性を活かした特徴

ある共同利用が進んでいる。機器センター（２００７年に旧機器センター，旧極低温センター，旧化学試料室の機能を

再構築して設置）は本来の共同利用支援業務を行う一方で，ナノテクノロジーネットワーク事業，大学連携研究設備

ネットワーク事業を受託し，特定分野の重点的な強化，大学等の研究を支えるシステム作りを行ってきた。また，装

置開発室は高度な特殊装置・コンポーネント開発にその高い技術力を活かすべく，研究所外からの依頼に対応するこ

とで共同利用施設としての役目を果たしている。

分子研では，共同利用をより活性化し，大学の研究活動に貢献する施策として，新しい人事交流制度を開始する。

これは，かつて法人化前に運用されていた「流動研究部門」制度を元に，現在の人事制度と我が国が置かれている状

況とに対応した新たな取り組みである。具体的には，以下の２つの制度を試行し，分子科学分野のトップレベル研究と，

研究者層の厚みを増強するための支援を行う。特別研究部門では，（１）分子科学分野において最先端の科学を切り拓

く世界的研究者を招聘し，研究に専念できる環境を提供する。（２）分子科学分野において独創的な研究を行なってい

る大学教員をクロスアポイントメントで招聘し，分子研の先端設備を使った研究に集中的に取り組む時間を提供する。

本年度は特別研究部門にクロスアポイントメント教員として１２月１日付で高谷 光准教授（京都大学化学研究所准教

授）が着任され，化学マシンとしての UVSOR の運用強化に尽力している。

（川合眞紀）




